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1.  22年10月期の連結業績（平成21年11月1日～平成22年10月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年10月期 19,367 △5.6 △240 ― △261 ― △445 ―

21年10月期 20,516 △20.7 △959 ― △761 ― △1,379 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年10月期 △18.09 ― △8.5 △1.8 △1.2

21年10月期 △55.95 ― △22.0 △4.6 △4.7

（参考） 持分法投資損益 22年10月期  △7百万円 21年10月期  △16百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年10月期 14,611 5,071 34.5 204.77
21年10月期 14,987 5,531 36.6 222.36

（参考） 自己資本   22年10月期  5,047百万円 21年10月期  5,480百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年10月期 37 407 △427 1,354
21年10月期 △567 △31 △243 1,338

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年10月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

22年10月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

23年10月期 
（予想）

― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年10月期の連結業績予想（平成22年11月1日～平成23年10月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

9,980 3.9 10 ― 50 ― 70 ― 2.84

通期 20,700 6.9 110 ― 140 ― 150 ― 6.09
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、26ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」（会計方針の変更）をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、35ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年10月期 24,650,800株 21年10月期 24,650,800株

② 期末自己株式数 22年10月期  1,600株 21年10月期  1,600株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年10月期の個別業績（平成21年11月1日～平成22年10月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年10月期 18,498 △6.7 △56 ― △40 ― △818 ―

21年10月期 19,820 △19.1 △663 ― △402 ― △1,227 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年10月期 △33.22 ―

21年10月期 △49.82 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年10月期 14,380 4,942 34.4 200.49
21年10月期 14,964 5,740 38.4 232.88

（参考） 自己資本 22年10月期  4,942百万円 21年10月期  5,740百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況
の変化等により、上記予想数値と異なる可能性があります。 
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１．経営成績 
(1) 経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、平成21年10-12月期以来４四半期連続で実質ＧＤＰが増加するな

ど輸出や個人消費の堅調を背景に回復基調が継続しました。しかしながら、平成22年７-９月期において 

は、外需の牽引力は失われるとともに、大幅に伸びた個人消費もエコカー補助金終了前の駆け込み需要な

ど特殊要因によるもので基調的に強含みであるとは言いがたい状況であり、今後も一進一退の経済環境が

続くものと思われます。 

このような状況の中、印刷業界においては、電子書籍化の流れが顕著なものとなるとともに、商業印刷

においても企業の広告需要はそれほど盛り上がらない中、テレビやインターネット等紙媒体以外の広告は

堅調な反面、印刷業者間の価格競争は引き続き激しく、情報・印刷事業では減少幅は小さくなったもの 

の、売上、売上総利益ともに前年比で減少する結果となっております。 

また、小売業界においては、雇用情勢の先行き不透明さが消えない中、百貨店・コンビニエンススト

ア・総合通販会社などは引き続き苦戦を強いられていますが、一部の特色のある業者（専門通信販売会社

を含む）においてはお客様の厳しい目をクリアしてニーズを的確につかみ、業績を伸ばしております。こ

のような環境の中で､ダイレクト・マーケティング事業においては、特に年度後半において、美容ドリンク

等を中心に、既存商品・新商品ともに売上を伸ばし、売上高は前年比2ケタの伸びを記録することができま

した。 

なお、当社グループの当連結会計年度の業績は、第4四半期においてダイレクト・マーケティング事業の

大幅な伸びをてこに売上高4,996,721千円（前年同期比11.7％増）と２ケタの伸びで、営業利益も46,604千

円（前年同期営業損失249,140千円）と黒字化したものの、通期では売上高は19,367,357千円（前連結会計

年度比5.6％減）、営業損失は240,904千円（前連結会計年度営業損失959,432千円）、経常損失は261,333

千円（前連結会計年度経常損失761,866千円）、当期純損失は445,957千円（前連結会計年度当期純損失

1,379,202千円）と、赤字脱却はなりませんでしたが、あと一息のところまで回復してきました。 

 

 

事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりとなっております。 

（情報・印刷事業） 

情報・印刷事業におきましては、新型チラシ（インスパイア）や新型目隠しハガキ（ひみつ君）など新

製品開発や新規顧客開拓・休眠顧客復活に努め、後半は減少幅を縮めたものの、外部顧客向け売上高は

9,441,170千円（前連結会計年度比20.7％減）と減少した一方、ダイレクト・マーケティング事業におけ

る広告宣伝用チラシ等の増加により、内部売上高は1,721,096千円（前連結会計年度比36.6％増）とな 

り、売上高は11,162,267千円、（前連結会計年度比15.2％減）となりました。一方、営業利益は、一部工

場の閉鎖や事務所の移転等固定費の大幅な低減を図った結果、営業損失は289,725千円（前連結会計年度

営業損失645,890千円）と、損失額は前年比55％減と大幅に改善いたしました。 

 

（ダイレクト・マーケティング事業） 

ダイレクト・マーケティング事業においては、前年の守りから攻めの姿勢に転じ、新聞折込に加えて、

フリーペーパー・新聞・テレビ・他社同梱等広告媒体の多角化を積極的に推進し、当初の受注比率だけで

なく、リピート率も含めた採算の観点から、最も効率のよい商品群に集中して広告投入を実行した結果、

多くの新規顧客を獲得することができ、顧客数は前期末比32％増加いたしました。特に、インターネット

を通じた売上は、1,779,257千円と前年比67％増と大きく伸張し、全売上に占めるシェアも約18％まで増

加しました。商品別には、美容ドリンクや消臭系口内洗浄液などが新ブランドの投入効果もあり順調に伸

びたことに支えられ、当連結会計年度の売上高は、下半期、とりわけ第４四半期に前年同期比37％伸びた

結果、通期でも売上高は9,926,186千円（前連結会計年度比15.1％増）と、２ケタの増収となりました。

営業利益は、売上増に加えて粗利率も0.8ポイント改善したため、売上総利益が991,217千円増加する一 

方、顧客基盤拡大のための戦略的先行的広告宣伝費が923,727千円増加したことにより、営業利益は

570,768千円（前連結会計年度比11.1％増）となりました。 
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②次期の見通し 

 今後のわが国経済は、デフレ基調の継続により、需給ギャップの改善は進まず、景気回復の兆しが見え

ないまま推移するものと思われます。 

 損益状況改善のため、第31期及び第32期の前半には、情報・印刷事業においては、コスト削減のための

合理化策として製造拠点及び設備の集約化並びに人員削減等を進めてまいりました。また、ダイレクト・

マーケティング事業におきましても、物流の合理化、賃料の引き下げ等のコスト削減を進めてまいりまし

た。次期においては、これらの合理化の効果がフルに寄与するものと見込んでおります。 

 当社グループといたしましては、経営理念の１つである「顧客の繁栄と信頼」の実現を目指し、情報・

印刷事業においては、「安心品質を」お客様に確実にお届けすることを目標とし、またダイレクト・マー

ケティング事業においては、お客様からより多くの「ありがとう」をいただくことを目標に事業を運営し

てまいります。 

 

【情報・印刷事業】 

 情報・印刷事業につきましては、当連結会計年度において設備の集約化を進めコストダウンに取り組

んでまいりました。次期においては、引き続きコストダウンを進めながら受注拡大・利益の確保のため

に、次の施策を実施してまいります。 

①大口取引先の拡大強化と剥離紙のない環境対策型ごみゼロ連続ラベル等の当社独自の高付加価値製品 

 の定期案件の獲得を目指してまいります。 

②組織間の流動化・製造人員の多能工化を進めて外注費の削減を図ってまいります。 

③受注情報の早期化による内製化を促進して物流費・外注費の削減を進めてまいります。 

④ＴＰＭ・ＴＰＳ活動の推進による生産性の改善、コスト競争力の強化を図ってまいります。 

 

【ダイレクト・マーケティング事業】 

 ダイレクト・マーケティング事業につきましては、当連結会計年度において先行的広告宣伝費支出に

より拡大した顧客基盤を基に、継続顧客の更なる増強による利益拡大のために、次の施策を実施してま

いります。 

①積極的な広告宣伝費の結果増大した「継続お客様」の育成・維持を、当社グループの強みであるアウ 

 トバウンドテレマーケティング人員の増強等を行うことにより利益拡大を図ってまいります。 

②次期以降の売上成長のカギとなるＷＥＢ、モバイル業務を担当するデジタルメディアデビジョンを事 

 業部内カンパニーとして位置づけ、従来のサポート業務中心から、ＷＥＢ専用商品、ＷＥＢ独自の販 

 促手法を取り入れ、事業成長のコアとして新商品の投入等を進めてまいります。 

③次期においては、いくつになっても「美しさ」と「健康」を願う女性の要望に応えるために、現在の 

 コアターゲットより10歳ほど対象年齢を上げた商品を新たに投入してまいります。14年にわたり培っ 

 てきましたカウンセリングとテレマーケティングの手法を駆使することにより、単品通販他社とは異 

 なる独自の進み方でさらなる成長を目指してまいります。 

 

 以上により、現段階における次期の業績見通しといたしましては、連結売上高20,700百万円（当期比

6.9％増）、連結営業利益110百万円（当期連結営業損失240百万円）、連結経常利益140百円（当期連結

経常損失261百万円）、連結当期純利益150百円(当期連結純損失445百万円)を見込んでおります。 
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(2) 財政状態に関する分析 

（資産、負債及び純資産の状況） 

 当連結会計年度における総資産は14,611,429千円と、前連結会計年度に比べ376,163千円減少いたし

ました。これは主として、機械装置及び運搬具の減少378,685千円によるものであります。 

 負債は9,540,113千円と、前連結会計年度に比べ83,675千円増加いたしました。これは主として、支

払手形及び買掛金の増加153,623千円、短期借入金の減少598,502千円、１年内返済予定の長期借入金の

増加137,177千円、ファクタリング未払金の増加397,853千円によるものであります。 

 純資産は5,071,316千円と、前連結会計年度に比べ459,837千円減少いたしました。これは主として、

利益剰余金の減少445,957千円によるものであります。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,354,863千円（前連結

会計年度比15,985千円の増加）となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は次のとおりであります。 

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、37,551千円（前連結会計年度は567,367千円の支出）となりました。

これは主として、税金等調整前当期純損失431,293千円、減価償却費666,627千円、売上債権の増加

606,624千円、ファクタリング未払金の増加396,836千円によるものです。 

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果得られた資金は、407,822千円（前連結会計年度は31,348千円の支出）となりました。

これは主として、定期預金の払戻による収入398,000千円によるものです。 

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は、427,877千円（前連結会計年度比184,170千円の増加）となりました。

これは主として、長期借入れによる収入900,000千円、長期借入金の返済による支出663,945千円、短期

借入金の純減少額598,502千円によるものです。 

 

（参考）キャッシュ･フロー関連指標の推移 

 平成18年10月期 平成19年10月期 平成20年10月期 平成21年10月期 平成22年10月期

自己資本比率（％） 42.5 42.6 38.4 36.6 34.5

時価ベースの自己資本比率（％） 28.9 24.7 16.4 10.0 11.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） 7.0 2.2 3.1 － 59.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 7.0 22.1 20.1 － 0.6

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注３）キャッシュ･フローは、営業キャッシュ･フローを使用しております。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払っている全ての負債を対象

としております。 
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(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、事業拡大や経営体質の強化を図るために必要な資金を内部留保しつつ、安定した配当を継続して

行うことを基本方針としております。 

 配当につきましては、成長による利益拡大を通じた企業価値の増大のみならず、安定的な利益還元及び配

当性向にも十分に配慮し、他社株式や債券その他の投資利回りも参考に、一般投資家の立場を十分考慮した

積極的な利益還元に努めることを基本方針としております。 

 当期の配当金につきましては、当期純損失を計上することから無配とさせていただきたく存じます。 

 また、次期の配当につきましては、今後の経営環境、業績見通しを勘案し、内部留保を充実させ財務体質

を改善するため、誠に遺憾ではありますが、無配とさせていただく予定です。 

 

(4) 事業等のリスク 

 以下においては、当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可

能性があると考えられる主な事項及び投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事

項を記載しております。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、その発生の回避及

び発生した場合の対応に努める方針であります。 

 なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したも

のであります。 

 

ａ．情報・印刷事業について 

（ａ）競合及び価格動向について 

 印刷業界は、一般に景気動向等の影響を受ける傾向にあります。また、近年においては事業者間の

競争及び顧客からの単価引き下げ要求により、従来型のチラシ等の製品の受注単価は低下傾向にあり

ます。 

 当社グループにおいては、引き続き、単純なチラシ等の生産のみでなく、顧客のニーズに合わせて

オリジナリティの高い製品を他社より早く提供するというコンセプトのもと、環境対策型製品、個人

情報保護対応製品、レスポンスアップ支援製品等の高付加価値製品及び特殊ラベル・シール等の提供

に注力することにより、他社と差別化した営業展開を図ってまいります。 

 しかしながら、業界における一層の競争激化及び受注単価の低下が生じた場合には、当社グループ

の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（ｂ）広告宣伝媒体の多様化について 

 情報・印刷事業の主な製品は、チラシ、冊子、カタログ、ダイレクトメール等の商業印刷物が中心

となっており、その多くは広告宣伝媒体として用いられております。当社グループは、今後において

も商業印刷物を当該事業の主力製品分野と位置付けており、ダイレクト・マーケティング事業におけ

るノウハウ等を活用すること等により、広告宣伝媒体として前述のとおり高付加価値製品等開発に注

力していく方針であります。 

 しかしながら、一般に、企業等はより低コストで高い広告宣伝効果を得られる広告宣伝媒体を求め

ており、近年はインターネットの普及に伴いインターネット広告市場の拡大が生じる等、広告宣伝媒

体の多様化が進んでおります。当社グループは、今後においても広告宣伝の主要な媒体として商業印

刷物が利用されていくものと考えておりますが、当該市場が急激に縮小した場合等においては、当社

グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（ｃ）用紙価格の変動について 

 情報・印刷事業における主要原材料は用紙であり、製造原価のうちの材料費の９割弱を占めており

ます。当社グループにおいては、定期的な仕入先企業との交渉、輸入品の活用及び複数社購買を実施

すること等により、適正な仕入価格の維持及び安定的な調達確保に努めておりますが、当該原材料の

仕入価格は市況変動による影響を受けており、前連結会計年度の乱高下を経て、最近の市況は、低下

傾向で推移しております。 

 今後においては、値上げの可能性も十分に想定されることから、当社グループにおいては当該状況

を考慮して事業計画を策定しており、廉価な輸入紙の使用及び製造原価低減等の経営努力を進めると

ともに、必要に応じて顧客への価格転嫁を図ることにより当該影響を吸収していく方針であります。 

 しかしながら、今後において、価格高騰により用紙調達に支障が生じた場合や、当社グループの想

定以上に調達価格が高騰した場合、又は、価格転嫁や製造原価低減が十分に図れない場合等において

は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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ｂ．ダイレクト・マーケティング事業について 

（ａ）取扱商品について 

（イ）特定商品への依存について 

 ダイレクト・マーケティング事業においては、前連結会計年度以前に投入した「なたまめ」、

「ＥＧプラセンタ」、「カラー・ド・ボーテ」、「ブラックケアシャンプー」、「アンデプラン」

等主力商品の売上高全体に占める割合は、高いものとなっております。これら主力商品は、消費者

の健康志向及び安全安心に対する消費者の関心の高まり等によりヒット商品となったことに加え 

て、当社グループのカウンセリング及びアフターフォローの効果もあり継続販売の割合が高くなっ

ていることから、各商品とも比較的長期間にわたり継続販売するに至っております。 

 当連結会計年度における売上高上位５品目のダイレクト・マーケティング事業の外部売上高に占

める割合は61.5％（前連結会計年度の売上高上位５品目の占有比率は55.1％）であり、連結売上高

に占める比率は31.5％（前連結会計年度は23.1％）となっております。 

 当社グループは、上記主力商品のうち前連結会計年度以前に投入した商品の売上高については、

今後、逓減する傾向にあり、その依存度は低下していくものと考えておりますが、既存商品・新商

品を問わず特定商品の売上高に占める割合は引き続き高止まりするものと考えております。しかし

ながら、今後を含めた各主力商品について、消費者の嗜好に変化が生じた場合、何らかの事情によ

り商品への信用低下等が生じ、お客様に商品が受け入れられなくなった場合等においては、当社グ

ループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（ロ）新商品の投入について 

 ダイレクト・マーケティング事業における主力商品は、上記（イ）に記載の通りでありますが、

前連結会計年度以前に投入した主力商品の売上高については、今後、逓減する傾向にあると想定さ

れることから、当社グループは、当該事業の売上高減少を補い、かつ新たな主力商品の企画開発に

より当該事業の業容拡大を図るため、新商品の投入を積極的に進めております。 

 ダイレクト・マーケティング事業の取扱商品の多くは、お客様からの要望や製造業者等からの情

報により、当社グループの企画に基づき商品化するケース、製造業者等の企画提案に基づき当社グ

ループが仕様決定し商品化するケースの他、必要に応じ大学等の研究開発機関の研究成果を商品化

するケースがあり、いずれの場合も商品として仕入れを実施しております。 

 取扱商品の企画・開発から商品化までの期間は概ね３ヶ月～６ヶ月程度でありますが、企画・開

発の形態を問わず、商品化までの期間が長期化する可能性があり、タイムリーな新商品投入に支障

が生じる可能性があります。また、新商品の投入においては、地域又は対象を限定したテストマー

ケティングを実施した上で、費用対効果を考慮した販売展開を実施しておりますが、新たに投入す

る商品が当社グループの想定どおり消費者等に受入れられる保証はありません。 

 

（ｂ）安全性の確保について 

 近年、消費者の品質や安全性に対する関心は益々高まっており、原料や添加物（以下、「原材

料」）に対する安全性と嗜好性も一段と高まっております。 

 ダイレクト・マーケティング事業は、購入者が、直接「口にする」、「皮膚につける」、「身につ

ける」商品を対象としており、当社グループはこれら商品の安全性確保に十分に配慮しております。

各商品の製造業者については、信用調査、面談、工場視察等の実施により信頼性評価を実施し、商品

については、商品企画段階において自社品質基準に基づく検査及び第三者機関の分析結果もしくは製

造業者よりの分析結果確認を実施するほか、継続仕入段階においては、主力商品については、仕入先

に納入ロット毎にサンプル検査を実施させ、その結果を試験成績表として報告させた上で、納品させ

ております。しかしながら、細心の注意を払い販売した商品について、検査等で判明しなかった異物

混入や健康を害する可能性のある欠陥商品が生じる等、不測の事態が発生した場合には、当社グルー

プに対する社会的信用力は低下し、業績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、現在安全とされる特定の原材料の成分について、身体への安全性に疑義が生じた場合には、

当社グループにおいて当該成分を含有する商品の販売中止等を余儀なくされる可能性があります。更

に、各業界において健康食品や化粧品等の分野におけるトラブル・事故の発生により安全性に疑義が

生じた場合、もしくは安全性に対する否定的な報道や風評等が生じた場合、業界全般に対する消費者

の信頼性が損なわれ、その結果、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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（ｃ）販売手法について 

 ダイレクト・マーケティング事業における広告宣伝活動には、従来、新聞折込等のチラシを中心と

した広告宣伝媒体を利用しており、加えて、継続的なお客様に対しては電話によるアフターフォロー

を実施しております。 

 近年、通信販売業界においては、インターネット通販やテレビショッピング等の普及もあり、一般

に消費者の購買活動における利用媒体は多様化しており、今後も新たな販売手法が登場してくる可能

性があります。現在、当社グループは、広告宣伝媒体ごとの費用対効果を重視し、ダイレクトメー

ル・モバイルサイトを含めたウェブサイト・新聞・フリーペーパー・テレビ放送等による多様化を図

っております。しかしながら、お客様の購買活動の多様化に対応する広告宣伝媒体及び広告内容によ

る訴求力低下等により、当社グループの広告宣伝活動として、お客様の購買意欲を喚起できない状況

が生じた場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（ｄ）返品対応について 

 ダイレクト・マーケティング事業の販売形態は通信販売であり、お客様が実際に商品を手に取り確

認した上で購入する形態ではないことから、当社グループは、お客様保護の観点から、商品が未使用

である場合には、商品到着後一定期間内において返品が可能な制度を採用しております。 

 当社グループは、法令等に基づき、広告表現や取扱商品の厳格な品質管理等を徹底すると同時に、

アフターフォローにおける商品説明や情報提供等、お客様との間できめ細かなコミュニケーションを

図ることによって、お客様の商品への理解及び満足感の向上に努めており、現状における返品率は低

い状況にあるものと認識しております。 

 しかしながら、通信販売の特性上、お客様において、テレビでの告知、チラシ等の広告表現により

想定していた商品イメージと、実際に手にした時点での使用感等に差異が生じた場合には、返品が予

想以上に発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

ｃ．法的規制について 

（ａ）情報・印刷事業に関する法的規制について 

 情報・印刷事業においては、直接的に事業を規制する法的規制は受けておりませんが、他の一般の

製造業と同様に、工場等においては、排気、排水、有害物質の使用及び保管、産業廃棄物の廃棄、地

下水の汚染の検査及び浄化など、環境に関する多くの法的規制を受けております。 

 当社では、各工場において環境マネジメントシステム活動の実施により、当該法的規制に対する対

応と環境保全活動に積極的に取り組んでおります。 

 近年において、これら環境に関する規制は強化される傾向にあり、今後においてこれらに関する新

たな法規制等が制定された場合、情報・印刷事業において、その対応のために新たな費用負担等が生

じる可能性があり、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（ｂ）ダイレクト・マーケティング事業に関する法的規制について 

 ダイレクト・マーケティング事業においては、ヘアケア・化粧品、美容食品、健康補助食品等を通

信販売により販売しております。取扱品目のうち一部に医薬部外品がありますが、現在、医薬品は取

扱っておりません。ダイレクト・マーケティング事業では、その業種的な特性から、主に、広告・表

示等について、特定商取引に関する法律、薬事法、不当景品類及び不当表示防止法、その他（健康増

進法、食品衛生法、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（JAS法）並びに消費者契約

法）の法的規制を受けております。 

 当社グループは、上記法的規制の遵守の徹底を図るため、関係部門の従業員に対し必要な教育を行

うほか、特に、広告表現及び表示等については、社内ガイドラインに基づき制作を実施し、必要に応

じ法務部門、顧問弁護士等の外部専門家の活用等により、法的問題の発生防止に努めております。更

には、所轄都道府県に対する関係法令の遵守について自主的相談も実施しております。 

 なお、当社グループは、今後も法令遵守に努めてまいる所存ではありますが、何らかの要因によ 

り、ダイレクト・マーケティング事業における事業活動が法的規制に抵触すると当局により判断され

るような不測の事態が発生した場合には、行政処分の対象となり得ること等、当社グループの事業展

開や業績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。また、関連法規が強化された場合には、これに

対応するための費用増加等が生じる可能性があり、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 
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（ｃ）個人情報保護法について 

 ダイレクト・マーケティング事業においては、通信販売を展開していることから、大量の個人情報

を取得・保有しております。また、情報・印刷事業においては、ダイレクト・マーケティング事業向

けを含め、顧客から個人情報を委託され、ダイレクトメール等の製造を行っております。個人情報に

関しては、「個人情報の保護に関する法律」が平成17年４月に完全施行されており、当社グループに

おいても当該規制を受けております。 

 当社グループは、当該法律の完全施行に先立ち、個人情報の組織的な管理のため、当社において平

成15年10月に「個人情報保護方針」を制定し、社員教育を含め、個人情報保護管理を行い、情報・印

刷事業部においてJIS Q 15001に則った社内規程及び必要なシステム対応等の管理体制の構築を進め、

平成16年９月にプライバシーマーク制度の認証を取得いたしました。その後、ダイレクト・マーケテ

ィング事業部を含めた全社での社内体制の整備を進め、平成19年１月に全社でのプライバシーマーク

の認証を受けて以来、継続認証を受けており、また、㈱イングコーポレーションにおいても、平成19

年５月に同制度の認証を取得し、以降、継続して認証を受けております。 

 これらの対策により個人情報が漏洩する可能性は極めて低いものと認識しておりますが、何らかの

原因により個人情報が流出した場合には、当社グループに対するお客様等からの信用が失われること

となり、当社グループの経営成績及び財政状態に重大な悪影響を与える可能性があります。 

 

（ｄ）関連法令等について 

 情報・印刷事業、ダイレクト・マーケティング事業とも直接的な事業を規制する法令等は、上述の

通りでありますが、両事業とも業務の遂行において特定の法令が適用される場合があります。 

 当社は、取引開始及び新たな業務の開始にあたっては業務管理部門及び法務部門による取引の法令

の適合性の確認のみならず社会的規範・企業倫理への適合性についても確認を実施するとともに、継

続取引においては業務管理部門を通じ適法性の定期的な確認を実施しております。また、内部監査室

による確認状況の監査及び教育プログラムに従った法令、社会規範・企業倫理に関する必要な教育の

強化にも努めております。 

 これらの対策を実施することにより、関連法令及び社会的規範・企業倫理に抵触するような企業活

動が発生する可能性は極めて低いものと認識しておりますが、何らかの原因により関連法令等に抵触

する事態が発生した場合には、当社グループに対するお客様等からの信用が失われることとなり、当

社グループの経営成績及び財政状態に重大な悪影響を与える可能性があります。 

 

ｄ．情報・印刷事業における設備投資について 

 情報・印刷事業においては、近年、高付加価値製品の提供を目的として、他社に先行し新規又は独

自の生産設備の積極的な導入を進め、従来は短期間で製造することが困難であった加工度の高い高付

加価値製品を提供することにより、他社との差別化を推進してまいりました。 

 今後においても、市場ニーズへの対応又は競合他社との差別化に必要な設備投資を行う方針であり

ます。設備投資を実施した場合は、これに対応する十分な受注拡大による機械装置の稼働率の向上に

より、利益の拡大を図る方針でありますが、市場環境の変化等により稼働率が当社グループの想定を

下回り、投資回収期間の長期化が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 

ｅ．自然災害、事故及びシステム等にかかるリスクについて 

 当社グループは、情報・印刷事業において、石川県、千葉県及び京都府の３府県に５工場を保有 

し、ダイレクト・マーケティング事業においては、７道府県にコールセンター及び物流拠点を設置し

ております。 

 上記各拠点において、地震、台風、津波又は火山活動等の自然災害や、事故、火災、テロ等によ 

り、操業の停止、設備の損壊や給水・電力供給制限等の不測の事態が発生した場合には、当社グルー

プの事業活動に支障を生ずる可能性があり、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 また、当社グループは、各業務において各種コンピュータシステムを活用しております。情報・印

刷事業においては、見積計算、受注、発注、発送業務、原価管理及び顧客制作データによる製造等に

かかるシステムを、ダイレクト・マーケティング事業においては、顧客名簿、受注、発注、入金処 

理、アフターフォローの架電データの抽出、発送業務及び顧客管理等にかかるシステムを、それぞれ

構築及び運用しております。これらシステムは、それぞれバックアップの二重化措置やファイヤーウ

ォール等の対策を講じ、トラブルの回避に努めております。しかしながら、何らかの要因によりこれ
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らシステムに障害又は問題が生じた場合には、当社グループの事業展開等に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等について 

 当社グループは、過去において連続して営業損失を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象または状況が当連結会計年度に存在しております。 

 当社グループは、当該状況を改善・解消すべく、「３．経営方針 (3) 中長期的な会社の経営戦略及び対

処すべき課題」に記載のとおり、収益性の改善と財務体質の強化を図ることにより、継続企業の前提に関す

る重要な不確実性は認められないと判断しております。 
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２．企業集団の状況 
 当連結会計年度末における当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社７社、関連会社１

社及びその他の関係会社１社で構成され、情報・印刷事業とダイレクト・マーケティング事業の２事業を行っ

ております。 

 事業内容及び当社と関連会社の当該事業に係る位置付け並びに事業別セグメントとの関係は、以下のとおり

であります。 

 

(1) 情報・印刷事業 

 情報・印刷事業では、宣伝印刷物（チラシ、フリーペーパー、カタログ、パンフレット等）、ダイレクト

メール（パーソナルな販促物・告知媒体の葉書、封書等）、セールスプロモーション用品（ＰＯＰ、ポスタ

ー等）及び業務印刷物（封筒、伝票、帳票等）の商業印刷物、特殊ラベル・シール及び中国におけるペット

ボトル貼付用商標ラベル等の製造販売並びにデジタルコンテンツ企画制作を行っております。 

 このうち当社が商業印刷物等の製造販売を、㈱京都インターナショナルがラベル・シール等の販売を、㈱

日本特殊加工印刷が商業印刷物の販売を、偉路愛而泰可印刷(蘇州)有限公司が中国におけるペットボトル貼

付用商標ラベル等の製造・販売を、㈱ピーディックはデジタルコンテンツの企画・制作を行っております。 

 なお、㈱シェーファージャパンは、印刷加工機の販売を事業目的としておりますが、現在事業活動を休止

しております。 

 情報・印刷事業では、単純なチラシ等の生産のみでなく、顧客のニーズに合わせてオリジナリティの高い

製品を他社より早く提供するというコンセプトのもと、商業印刷の分野において、最新鋭の印刷・加工ライ

ンを導入し、環境対策型製品、個人情報保護対応製品、レスポンスアップ支援製品等の高付加価値製品及び

特殊ラベル・シール等を提供することにより、他社と差別化した営業展開を図っております。 

 

(2) ダイレクト・マーケティング事業 

 ダイレクト・マーケティング事業では、主にヘアケア・化粧品、美容食品、健康補助食品等の通信販売及

び環境対策洗剤等の販売を行っております。 

 ダイレクト･マーケティング事業では、全国紙・地方紙への折込チラシ、既存のお客様に対するダイレク

トメールの送付、新聞・フリーペーパー・テレビ放送・モバイルサイトを含めたウェブサイト等による広告

宣伝を行っており、お客様から電話、ハガキ、ウェブサイト等により直接注文を受け付ける方法と新聞折込

チラシ等に見本品の請求案内を掲載し、請求者に対し見本を送付し、当社グループからのフォローコールを

通じ注文を受け付ける、２つの方法により受注活動を行っております。また、リピートのお客様よりの注文

は、当社グループよりのアフターフォローを通じた受注が中心となっております。 

 このうち、当社と㈱ホームダイレクトがヘアケア・化粧品、美容食品、健康補助食品等の仕入・販売を、

㈱イングコーポレーションがアフターフォロー業務を行っており、通信販売用商品の企画開発業務は当社が

行っております。 

 また、㈱グリントスは、環境対策洗剤等の仕入・販売を行っております。 

 

 なお、その他の関係会社である㈲わかさ屋は、不動産賃貸事業を行っております。 
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[事業系統図] 

 以上述べた事項を、事業系統図によって示すと次のとおりです。 

 

（注）１ 無印 連結子会社  

  ※1 関連会社で持分法適用会社 

  ※2 非連結子会社で非持分法適用会社 

  ※3 その他の関係会社 

   ２ ㈱日本特殊加工印刷、㈱グリントス及び㈱京都インターナショナルの３社は実質支配力基準により 

  子会社としております。 

得意先（消費者） 

 

 

 

 

 

 

当   社 

㈱イングコーポレーション 

アフターフォロー業務の提供 

商品販売 

㈱ピーディック※1 

デジタルコンテンツの企画・制作 

情報・印刷事業 ダイレクト・マーケティング事業 

原材料等の仕入 商品仕入 

㈱シェーファージャパン※2 

印刷加工機の仕入・販売 

㈲わかさ屋※3 

不動産賃貸事業 

製品販売 

偉路愛而泰可印刷(蘇州)有限公司 

ペットボトル貼付用商標ラベル等の 

製造・販売 

㈱ホームダイレクト 

ヘアケア・化粧品等の通信販売 

㈱グリントス 

環境対策洗剤等の販売 

㈱京都インターナショナル 

特殊ラベル・シール等の販売 

㈱日本特殊加工印刷 

商業印刷物の販売 

仕 入 先 

㈱ウイルコ（7831） 平成22年10月期決算短信

－12－



３．経営方針 
(1) 会社の経営の基本方針 

 当社グループは、情報・印刷事業とダイレクト・マーケティング事業を通じて社会に貢献することを経営

理念としております。そのために営業・技術の総合力を発揮して、お客様そしてお客様の先のお客様を視野

に入れた製品・商品及びサービスを提供することによりお客様の満足を得るなかで、適正な利益を確保する

ことにより「100年後にも評価される企業」になることを経営方針としております。また、両事業のシナジー

効果を最大限に発揮して、企業価値の増大と事業の継続発展を追求してまいります。 

 

(2) 目標とする経営指標 

 当社グループは、継続的な収益力の基準指標として経常利益額を、成長性の観点から売上高を経営指標と

している他、事業ごとの収益性の観点から売上高営業利益率、財務の安定性の観点から自己資本比率・流動

比率を補助指標としております。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

 当社グループは、情報・印刷事業とダイレクト・マーケティング事業をあわせ持つ企業として、「安心品

質を」お客様にお届けするという原点に立ち返り、両事業ともお客様の信頼にお応えできるよう全ての業務

の見直しを図ってまいります。 

 また、社内管理体制においては、関連法令、社会的規範・企業倫理の徹底遵守、グループ全体の事業上の

リスクを網羅的・統括的に管理する内部統制管理体制の構築を通じた適法かつ効率的な企業体制の構築を通

じ、企業価値の増大と事業の継続的発展を追求してまいります。 

 中期的な経営戦略・課題といたしましては、事業ごとに、次の施策により受注拡大、コスト削減を図るこ

とにより、利益の確保・増大と財務体質の強化を図ってまいります。 

ａ．情報・印刷事業 

 情報・印刷事業につきましては、当連結会計年度において設備の集約化を進めコストダウンに取り組ん

でまいりました。次期以降も、引き続きコストダウンを進めながら受注拡大・利益の確保のために、次の

施策を実施してまいります。 

①大口取引先の拡大強化と剥離紙のない環境対策型ごみゼロ連続ラベル等の当社独自の高付加価値製品の 

 定期案件の獲得を目指してまいります。 

②組織間の流動化・製造人員の多能工化を進めて外注費の削減を図ってまいります。 

③受注情報の早期化による内製化を促進して物流費・外注費の削減を進めてまいります。 

④ＴＰＭ・ＴＰＳ活動の推進による生産性の改善、コスト競争力の強化を図ってまいります。 

ｂ．ダイレクト・マーケティング事業 

 ダイレクト・マーケティング事業につきましては、当連結会計年度において先行的広告宣伝費支出によ

り拡大した顧客基盤を基に、継続顧客の更なる増強による利益拡大のために、次の施策を実施してまいり

ます。 

①積極的な広告宣伝費の結果増大した「継続お客様」の育成・維持を、当社グループの強みであるアウト 

 バウンドテレマーケティング人員の増強等を行うことにより利益拡大を図ってまいります。 

②次期以降の売上成長のカギとなるＷＥＢ、モバイル業務を担当するデジタルメディアデビジョンを事業 

 部内カンパニーとして位置づけ、従来のサポート業務中心から、ＷＥＢ専用商品、ＷＥＢ独自の販促手 

 法を取り入れ、事業成長のコアとして新商品の投入等を進めてまいります。 

③次期においては、いくつになっても「美しさ」と「健康」を願う女性の要望に応えるために、現在のコ 

 アターゲットより10歳ほど対象年齢を上げた商品を新たに投入してまいります。14年にわたり培ってき 

 ましたカウンセリングとテレマーケティングの手法を駆使することにより、単品通販他社とは異なる独 

 自の進み方でさらなる成長を目指してまいります。 

 

(4) その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,892,953 1,595,003

受取手形及び売掛金 ※４  3,297,622 ※４  3,904,167

商品及び製品 500,962 497,106

仕掛品 73,257 74,463

原材料及び貯蔵品 271,211 184,638

その他 757,961 1,031,817

貸倒引当金 △104,439 △135,855

流動資産合計 6,689,529 7,151,340

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,712,513 3,711,686

減価償却累計額 △1,873,984 △1,970,365

建物及び構築物（純額） ※２  1,838,529 ※２  1,741,321

機械装置及び運搬具 8,714,210 8,498,021

減価償却累計額 △6,795,190 △6,957,686

機械装置及び運搬具（純額） 1,919,020 1,540,334

土地 ※２  2,572,466 ※２  2,567,866

リース資産 505,300 530,140

減価償却累計額 △52,124 △115,363

リース資産（純額） 453,175 414,776

建設仮勘定 20,700 －

その他 682,912 641,437

減価償却累計額 △549,020 △549,760

その他（純額） 133,892 91,676

有形固定資産合計 6,937,784 6,355,976

無形固定資産 203,896 145,687

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１, ※２  748,040 ※１, ※２  638,750

長期貸付金 14,850 9,300

その他 757,171 356,020

貸倒引当金 △363,679 △45,645

投資その他の資産合計 1,156,382 958,425

固定資産合計 8,298,063 7,460,089

資産合計 14,987,592 14,611,429
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年10月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※４  1,105,388 ※４  1,259,012

短期借入金 800,000 ※２  201,497

1年内返済予定の長期借入金 ※２  613,845 ※２  751,022

リース債務 61,445 67,919

未払金 967,023 916,150

ファクタリング未払金 3,346,229 3,744,083

未払法人税等 12,820 15,988

賞与引当金 75,173 55,711

設備関係支払手形 ※４  19,410 ※４  16,251

ポイント引当金 68,285 63,322

その他 166,809 153,068

流動負債合計 7,236,430 7,244,027

固定負債   

長期借入金 ※２  1,193,964 ※２  1,292,842

リース債務 420,734 380,996

退職給付引当金 240,747 232,870

繰延税金負債 361,466 360,150

その他 3,095 29,225

固定負債合計 2,220,007 2,296,085

負債合計 9,456,438 9,540,113

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,667,625 1,667,625

資本剰余金 1,759,449 1,759,449

利益剰余金 2,207,607 1,761,649

自己株式 △529 △529

株主資本合計 5,634,152 5,188,194

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △79,836 △59,382

為替換算調整勘定 △73,364 △81,355

評価・換算差額等合計 △153,200 △140,737

少数株主持分 50,203 23,860

純資産合計 5,531,154 5,071,316

負債純資産合計 14,987,592 14,611,429
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

売上高 20,516,334 19,367,357

売上原価 13,473,222 11,433,485

売上総利益 7,043,112 7,933,871

販売費及び一般管理費 ※１  8,002,544 ※１  8,174,775

営業損失（△） △959,432 △240,904

営業外収益   

受取利息 6,903 1,915

受取配当金 14,956 15,542

受取賃貸料 31,204 32,134

匿名組合投資利益 186,808 －

助成金収入 38,424 9,866

その他 53,320 29,836

営業外収益合計 331,617 89,295

営業外費用   

支払利息 60,453 63,881

コミットメントフィー 9,272 －

持分法による投資損失 16,464 7,332

不動産賃貸原価 14,580 19,381

為替差損 － 12,024

その他 33,280 7,105

営業外費用合計 134,051 109,724

経常損失（△） △761,866 △261,333

特別利益   

固定資産売却益 ※２  4,987 ※２  6,755

投資有価証券売却益 49,071 4,799

貸倒引当金戻入額 18,302 －

その他 66 89

特別利益合計 72,428 11,645

特別損失   

固定資産売却損 ※３  11,223 －

固定資産除却損 ※４  250,508 ※４  51,722

投資有価証券売却損 6,837 7,209

投資有価証券評価損 52,727 73,775

特別退職金 ※５  128,103 ※５  8,067

賃貸借契約解約損 － 18,878

減損損失 － ※６  4,600

その他 8,996 17,352

特別損失合計 458,395 181,605

税金等調整前当期純損失（△） △1,147,833 △431,293

法人税、住民税及び事業税 14,793 22,521

過年度法人税等 － 18,717

法人税等調整額 240,040 △1,813

法人税等合計 254,833 39,425

少数株主損失（△） △23,464 △24,760

当期純損失（△） △1,379,202 △445,957
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,667,625 1,667,625

当期末残高 1,667,625 1,667,625

資本剰余金   

前期末残高 1,759,449 1,759,449

当期末残高 1,759,449 1,759,449

利益剰余金   

前期末残高 3,697,731 2,207,607

当期変動額   

剰余金の配当 △110,921 －

当期純損失（△） △1,379,202 △445,957

当期変動額合計 △1,490,124 △445,957

当期末残高 2,207,607 1,761,649

自己株式   

前期末残高 △529 △529

当期末残高 △529 △529

株主資本合計   

前期末残高 7,124,276 5,634,152

当期変動額   

剰余金の配当 △110,921 －

当期純損失（△） △1,379,202 △445,957

当期変動額合計 △1,490,124 △445,957

当期末残高 5,634,152 5,188,194

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △102,156 △79,836

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 22,320 20,454

当期変動額合計 22,320 20,454

当期末残高 △79,836 △59,382

為替換算調整勘定   

前期末残高 12,763 △73,364

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △86,128 △7,991

当期変動額合計 △86,128 △7,991

当期末残高 △73,364 △81,355

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △89,392 △153,200

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △63,808 12,462

当期変動額合計 △63,808 12,462

当期末残高 △153,200 △140,737
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

少数株主持分   

前期末残高 57,633 50,203

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,430 △26,342

当期変動額合計 △7,430 △26,342

当期末残高 50,203 23,860

純資産合計   

前期末残高 7,092,517 5,531,154

当期変動額   

剰余金の配当 △110,921 －

当期純損失（△） △1,379,202 △445,957

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △71,238 △13,879

当期変動額合計 △1,561,362 △459,837

当期末残高 5,531,154 5,071,316
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △1,147,833 △431,293

減価償却費 894,791 666,627

賞与引当金の増減額（△は減少） △68,888 △19,462

ポイント引当金の増減額（△は減少） 25,597 △4,962

退職給付引当金の増減額（△は減少） 32,665 △7,876

貸倒引当金の増減額（△は減少） △35,262 △286,617

受取利息及び受取配当金 △21,859 △17,458

持分法による投資損益（△は益） 16,464 7,332

支払利息 60,453 63,881

固定資産売却損益（△は益） 6,235 △6,755

固定資産除却損 250,508 51,722

投資有価証券売却損益（△は益） △49,071 △4,799

投資有価証券評価損益（△は益） 52,727 73,775

減損損失 － 4,600

特別退職金 128,103 8,067

売上債権の増減額（△は増加） 1,165,090 △606,624

たな卸資産の増減額（△は増加） 350,393 88,212

仕入債務の増減額（△は減少） △461,377 153,709

ファクタリング未払金の増減額（△は減少） △1,221,565 396,836

その他 △331,928 113,340

小計 △354,756 242,255

利息及び配当金の受取額 25,061 18,365

利息の支払額 △59,127 △65,509

特別退職金の支払額 △22,140 △114,030

法人税等の還付額 5,377 13,561

法人税等の支払額 △161,782 △57,090

営業活動によるキャッシュ・フロー △567,367 37,551

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △267,096 △84,064

定期預金の払戻による収入 168,000 398,000

有形固定資産の取得による支出 △318,080 △80,720

有形固定資産の売却による収入 25,249 48,277

無形固定資産の取得による支出 △73,688 △11,022

投資有価証券の取得による支出 △3,195 △2,401

投資有価証券の売却による収入 86,020 24,106

投資有価証券の償還による収入 36,666 26,833

貸付けによる支出 △48,600 －

貸付金の回収による収入 41,402 20,546

出資金の回収による収入 239,710 －

その他 82,262 68,267

投資活動によるキャッシュ・フロー △31,348 407,822
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 580,000 △598,502

長期借入れによる収入 － 900,000

長期借入金の返済による支出 △687,871 △663,945

リース債務の返済による支出 － △62,199

少数株主からの払込みによる収入 25,000 －

配当金の支払額 △111,223 △81

その他 △49,612 △3,150

財務活動によるキャッシュ・フロー △243,707 △427,877

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12,989 △1,510

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △855,412 15,985

現金及び現金同等物の期首残高 2,194,291 1,338,878

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,338,878 ※  1,354,863
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(5) 継続企業の前提に関する注記 

  該当事項はありません。 
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(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

(1) 連結子会社の数 ６社 

  連結子会社の名称 

  ㈱イングコーポレーション 

  偉路愛而泰可印刷(蘇州)有限公司 

  ㈱ホームダイレクト 

  ㈱日本特殊加工印刷 

  ㈱グリントス 

  ㈱京都インターナショナル 

前連結会計年度において連結子会社で

あった㈱クロスリンクは、当連結会計年

度中において、解散し、清算結了したた

め、連結の範囲から除外し、当連結会計

年度期首から清算結了までの損益計算書

及びキャッシュ・フロー計算書を連結し

ております。 

㈱ＴＡＫＡＤＡは、平成20年11月１日

付で当社が吸収合併したため、連結の範

囲から除外しております。 

㈱日本特殊加工印刷は、平成21年８月

１日付けで㈱エスエスシーが商号変更し

たものであります。 

また、取引上等の関係で実質支配力基

準により、㈱京都インターナショナルを

連結の範囲に含めております。 

 

(1) 連結子会社の数 ６社 

  連結子会社の名称 

  ㈱イングコーポレーション 

  偉路愛而泰可印刷(蘇州)有限公司 

  ㈱ホームダイレクト 

  ㈱日本特殊加工印刷 

  ㈱グリントス 

  ㈱京都インターナショナル 

 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

  ㈱シェーファージャパン 

前連結会計年度において非連結子会社

であった偉路圖文設計（上海）有限公司

は、当連結会計年度中において、解散

し、清算結了しております。 

 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

  ㈱シェーファージャパン 

 

１ 連結の範囲に

関する事項 

 （連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、小規模であり、合計

の総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであります。 

 

 （連結の範囲から除いた理由) 

       同左      

 

２ 持分法の適用

に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

 ０社 

前連結会計年度において持分法適用の

非連結子会社であった偉路圖文設計（上

海）有限公司は、当連結会計年度中にお

いて、解散し、清算結了したため持分法

適用から除外しております。 

 

─────────── 

 

㈱ウイルコ（7831） 平成22年10月期決算短信

－22－



項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

(2) 持分法適用の関連会社数 １社 

  会社の名称 

  ㈱ピーディック 

前連結会計年度において持分法適用の

関連会社であった㈱ぱどメディアセンタ

ーは、当連結会計年度中に全株式を売却

したため持分法の適用範囲から除外して

おります。 

 

(1) 持分法適用の関連会社数 １社 

  会社の名称 

  ㈱ピーディック 

 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社数 

  １社 

  会社の名称 

  ㈱シェーファージャパン 

 （持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外しておりま

す。 

 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社数 

       同左 

 

 

 （持分法を適用しない理由) 

       同左      

 

 

 

 

(4) 持分法適用会社のうち、決算日が連結

決算日と異なる会社については、各社の

事業年度に係る財務諸表を使用しており

ます。 

 

(3)      同左      

３ 連結子会社の

事業年度等に

関する事項 

連結子会社である偉路愛而泰可印刷（蘇

州）有限公司の決算日は、12月31日であり

ます。連結財務諸表の作成にあたっては、

９月30日現在で実施した仮決算に基づく財

務諸表等を使用しております。 

 

       同左      

 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ａ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）によっ

ております。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ａ その他有価証券 

時価のあるもの 

       同左      

 

 

４ 会計処理基準

に関する事項 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっ

ております。 

時価のないもの 

       同左      
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

② たな卸資産 

ア．通常の販売目的で保有するたな卸

資産 

評価基準は原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）によってお

ります。 

ａ 製品・仕掛品 

個別法による原価法によっており

ます。 

ｂ 商品・原材料・貯蔵品 

移動平均法による原価法によって

おります。 

 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「棚卸資産の評

価に関する会計基準｣（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日公表分）を適用

しております。 

これに伴う損益への影響は軽微であり

ます。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 

② たな卸資産 

ア．通常の販売目的で保有するたな卸

資産 

評価基準は原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）によって

おります。 

ａ 製品・仕掛品 

       同左      

 

ｂ 商品・原材料・貯蔵品 

       同左      

 

 

─────────── 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く） 

主として定率法によっておりま

す。ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備は除く）

については、定額法を採用しておりま

す。 

なお、主要な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  建物及び構築物    ２～47年 

  機械装置及び運搬具  ２～15年 

 

また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年から５年間

で均等償却する方法によっておりま

す。 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く） 

       同左      

 

 

② 無形固定資産(リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、ソフトウエア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産(リース資産を除く） 

       同左      
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

については、リース契約上に残価保証の

取決めがあるものは当該残価保証額と

し、それ以外のものは零とする定額法に

よっております。 

なお、リース取引開始日が平成20年10

月31日以前のものについては、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

       同左 

 

④ 長期前払費用 

定額法によっております。 

なお、償却期間については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

 

④ 長期前払費用 

       同左 

 

 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

       同左 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支払に

備えるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

  

② 賞与引当金 

       同左 

 

 

 

③ ポイント引当金 

顧客に付与したポイントの将来の利用

に備えるため、当連結会計年度末におけ

る将来の見込額を計上しております。 

③ ポイント引当金 

       同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務の見

込額に基づき当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上して

おります。 

なお、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（5年）による定額法に基づく

按分額を、それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしておりま

す。 

 

─────────── 

④ 退職給付引当金 

       同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度から「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）（企業

会計基準第19号 平成20年７月31日）を

適用しております。 

なお、これによる営業損益、経常損益

及び税金等調整前当期純利益に与える影

響はありません。 

 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債、並び

に収益及び費用は決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額（持分に

見合う額）は、純資産の部における為替

換算調整勘定に含めております。 

 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

       同左 

(5) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

 

(5) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

① 消費税等の会計処理 

       同左 

 

５ 連結子会社の

資産及び負債

の評価に関す

る事項 

 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

 

       同左 

６ 連結キャッシ

ュ・フロー計

算書における

資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金及び随時引き出し可能な預金からな

っております。 

       同左 
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(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

（リース取引に関する会計基準等） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より、「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売

買取引に係る会計処理によっております。 

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

これにより、有形固定資産が453,175千円増加して

おります。なお、損益に与える影響は軽微でありま

す。 

また、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

 

       ─────────── 
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表示方法の変更 

前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

(連結貸借対照表) 

１ 財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平

成20年８月７日内閣府令第50号）が適用となること

に伴い、前連結会計年度において、「たな卸資産」

として掲記されたものは、当連結会計年度から「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区

分掲記しています。なお、前連結会計年度の「たな

卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ668,023千円、

90,874千円、443,202千円であります。 

 

２ 前連結会計年度まで有形固定資産の「減価償却累

計額」は各資産の金額から直接控除して表示する形

式（直接控除形式）で掲記しておりましたが、ＥＤ

ＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入を契機に表示方法の見直

しを行った結果、より明瞭に表示するため、当連結

会計年度より各資産科目に対する控除科目として

「減価償却累計額」の科目をもって表示する形式

（個別間接控除形式）に変更しております。 

なお、当連結会計年度の有形固定資産の各金額を

前連結会計年度と同様の方法により算出した金額

は、以下の通りであります。 

 

建物及び構築物      1,838,529千円 

機械装置及び運搬具    1,919,020千円 

土地           2,572,466千円 

リース資産         453,175千円 

建設仮勘定          20,700千円 

その他           133,892千円 

有形固定資産合計（※）  6,937,784千円 

 

（※）減価償却累計額   9,270,319千円 

(連結損益計算書) 

  前連結会計年度において営業外費用の「その他」

に含めて表示しておりました「為替差損」は営業外

費用の100分の10を超えたため、当連結会計年度では

区分掲記することとしております。 

  なお、前連結会計年度における「為替差損」の金

額は7,097千円であります。 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

  前連結会計年度において財務活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりまし

た「リース債務の返済による支出」は、重要性が増

したため、当連結会計年度では区分掲記することと

しております。 

  なお、前連結会計年度における「リース債務の返

済による支出」の金額は△49,612千円であります。 
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（8） 連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 

(平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(平成22年10月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

投資有価証券（株式） 13,332千円

  

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりです。 

投資有価証券（株式） 6,000千円
 

※２ 担保資産及び担保付債務 

（1）担保に供している資産 

建物及び構築物 1,489,790千円 (948,855千円)

土地 1,879,550千円 (1,211,601千円)

投資有価証券 89,500千円 (－千円)

計 3,458,841千円 (2,160,457千円)

  

※２ 担保資産及び担保付債務 

（1）担保に供している資産 

建物及び構築物 1,405,437千円 (897,229千円)

土地 1,999,550千円 (1,211,601千円)

投資有価証券 81,000千円 (－千円)

計 3,485,987千円 (2,108,831千円)

  

（2）上記に対する債務 

１年内返済予定
の長期借入金 

165,405千円 (117,405千円)

長期借入金 262,194千円 (262,194千円)

計 427,599千円 (379,599千円)

 

上記のうち( )の内書は、工場財団抵当並びに当

該債務を示しております。 

  

（2）上記に対する債務 

短期借入金 200,000千円 (200,000千円)

１年内返済予定
の長期借入金 

649,392千円 (621,792千円)

長期借入金 1,189,182千円 (1,151,482千円)

計 2,038,574千円 (1,973,274千円)

上記のうち( )の内書は、工場財団抵当並びに当

該債務を示しております。 

３ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と貸出コミットメント契約を締結

しておりましたが、使用見込がないため解約いた

しました。 

  

３   

────────── 

 

※４ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日

であったため、次の期末日満期手形が、当連結会

計年度末残高に含まれております。 

受取手形       46,175千円 

支払手形       12,467千円 

設備関係支払手形    9,999千円 

※４ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日

であったため、次の期末日満期手形が、当連結会

計年度末残高に含まれております。 

受取手形       68,384千円 

支払手形       25,075千円 

設備関係支払手形    4,414千円 

 

㈱ウイルコ（7831） 平成22年10月期決算短信

－29－



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 2,094,302千円

荷造発送費 1,087,219千円

従業員給料手当 2,166,706千円

賞与引当金繰入額 40,071千円

退職給付費用 20,625千円

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 2,986,374千円

荷造発送費 964,533千円

従業員給料手当 1,835,303千円

賞与引当金繰入額 27,498千円

退職給付費用 22,538千円

貸倒引当金繰入額 58,045千円

  

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりでありま

す。 

 機械装置及び運搬具 2,702千円

 土地 2,285千円

計 4,987千円

  

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 361千円

 機械装置及び運搬具 6,393千円

計 6,755千円
 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりでありま

す。 

 機械装置及び運搬具 9,396千円

 その他有形固定資産 1,827千円

計 11,223千円

  

 ３ 

        ────────── 

 

 

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 14,794千円

 機械装置及び運搬具 217,563千円

 その他有形固定資産 18,149千円

計 250,508千円
 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 22,146千円

 機械装置及び運搬具 23,794千円

 その他有形固定資産 4,427千円

 ソフトウェア 1,353千円

計 51,722千円

  

※５ 特別退職金 

   当社の早期割増退職金であります。 

※５ 特別退職金 

   当社の早期割増退職金であります。 
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前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

 ６ 

        ────────── 

 

※６ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上しており

ます。 

用途 種類 場所 

遊休資産 土地 石川県金沢市 

   当社グループは減損会計の適用に当たり、情

報・印刷事業、ダイレクト・マーケティング事

業、共用資産、賃貸資産及び遊休資産の区分に基

づいて固定資産のグルーピングを行っており、賃

貸資産及び遊休資産については個別に減損の検討

を行っております。 

   当社グループの保有する遊休資産のうち、回収

可能価額が帳簿価額を下回るものについて、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（4,600千円）として特別損失に計上してお

ります。 

   なお、回収可能価額は正味売却価額により測定

しており、土地については不動産鑑定評価額によ

り評価しております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

  前連結会計年度（自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日） 

  １ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式 (株) 24,650,800 － － 24,650,800

 

  ２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式 (株) 1,600 － － 1,600

 

  ３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成21年１月23日 
定時株主総会 

普通株式 110,921 4.50 平成20年10月31日 平成21年１月26日

 

 

  当連結会計年度（自 平成21年11月１日 至 平成22年10月31日） 

  １ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式 (株) 24,650,800 － － 24,650,800

 

  ２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式 (株) 1,600 － － 1,600

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 1,892,953千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △554,074千円

現金及び現金同等物 1,338,878千円
 

現金及び預金勘定 1,595,003千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △240,139千円

現金及び現金同等物 1,354,863千円
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（セグメント情報） 

  １ 事業の種類別セグメント情報 

  前連結会計年度（自平成20年11月１日 至平成21年10月31日） 

 
情報・印刷事業

(千円) 

ダイレクト・マ
ーケティング事

業 

(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

 売上高  

 (1)外部顧客に対する売上高 11,898,605 8,617,728 20,516,334 － 20,516,334 

 (2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

1,259,081 6,129 1,265,211 （1,265,211） － 

計 13,157,687 8,623,857 21,781,545 （1,265,211） 20,516,334 

 営業費用 13,803,577 8,110,333 21,913,911 （438,145） 21,475,766 

 営業利益又は営業損失（△） △645,890 513,524 △132,366 （827,066） △959,432 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

 資産 10,331,674 1,486,419 11,818,094 3,169,498 14,987,592 

 減価償却費 772,507 36,673 809,181 85,610 894,791 

 資本的支出 775,584 50,969 826,554 14,969 841,523 

（注）１ 事業区分は、製品の種類・性質、製造方法、市場及び販売方法の類似性に基づき、情報・印刷事業とダ

イレクト・マーケティング事業に区分しております。 

   ２ 各事業の主な事業内容 

    （1）情報・印刷事業 

       宣伝印刷物（チラシ、フリーペーパー、カタログ、パンフレット等）、ダイレクトメール（パーソ

ナルな販促・告知媒体の葉書、封書等）、セールスプロモーション用品（POP、ポスター等）及び業務

印刷物（封筒、伝票、帳票等）の商業印刷物等の製造販売並びにデジタルコンテンツ企画制作を行っ

ております。 

    （2）ダイレクト・マーケティング事業 

       ヘアケア・化粧品、美容食品、健康補助食品等の商品企画・開発及び通信販売を行っております。 

   ３ 情報・印刷事業のセグメント間の内部売上高に関しましては社内の標準価格に基づき決定しております。 

   ４ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、827,066千円であり、そ

の内容は当社の本社部門にかかる費用であります。 

   ５ 資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は3,327,248千円であり、その主な内容は本

社部門における余資運用資金（現金及び預金）、固定資産（土地及び建物等）及び長期投資資金（投資

有価証券等）であります。 

   ６ 資本的支出には長期前払費用を含んでおります。 

   ７ 会計処理の方法の変更等 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

     「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から、「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。 

      なお、これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

（リース取引に関する会計基準の適用） 

     「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 平成19年３月30日改正）を適用しております。 

      また、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

      なお、これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。 
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  当連結会計年度（自平成21年11月１日 至平成22年10月31日） 

 
情報・印刷事業

(千円) 

ダイレクト・マ
ーケティング事

業 

(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 

全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

 売上高  

 (1)外部顧客に対する売上高 9,441,170 9,926,186 19,367,357 － 19,367,357 

 (2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

1,721,096 － 1,721,096 （1,721,096） － 

計 11,162,267 9,926,186 21,088,453 （1,721,096） 19,367,357 

 営業費用 11,451,992 9,355,417 20,807,410 （1,199,149） 19,608,261 

 営業利益又は営業損失（△） △289,725 570,768 281,043 （521,947） △240,904 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

 資産 9,192,663 2,326,583 11,519,247 3,092,182 14,611,429 

 減価償却費 560,619 68,450 629,070 37,556 666,627 

 減損損失 － － － 4,600 4,600 

 資本的支出 62,358 84,265 146,624 1,793 148,417 

（注）１ 事業区分は、製品の種類・性質、製造方法、市場及び販売方法の類似性に基づき、情報・印刷事業と 

     ダイレクト・マーケティング事業に区分しております。 

   ２ 各事業の主な事業内容 

    （1）情報・印刷事業 

       宣伝印刷物（チラシ、フリーペーパー、カタログ、パンフレット等）、ダイレクトメール（パーソ 

      ナルな販促・告知媒体の葉書、封書等）、セールスプロモーション用品（POP、ポスター等）及び業務 

      印刷物（封筒、伝票、帳票等）の商業印刷物等の製造販売並びにデジタルコンテンツ企画制作を行っ 

      ております。 

    （2）ダイレクト・マーケティング事業 

       ヘアケア・化粧品、美容食品、健康補助食品等の商品企画・開発及び通信販売を行っております。 

   ３ セグメント間の内部売上高に関しましては社内の標準価格に基づき決定しております。 

   ４ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、521,947千円であり、 

     その内容は当社の本社部門にかかる費用であります。 

   ５ 資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は3,214,832千円であり、その主な内容は 

     本社部門における余資運用資金（現金及び預金）、固定資産（土地及び建物等）及び長期投資資金（投 

     資有価証券等）であります。 

６ 資本的支出には長期前払費用を含んでおります。 

 

  ２ 所在地別セグメント情報 

  前連結会計年度（自平成20年11月１日 至平成21年10月31日）及び当連結会計年度（自平成21年

11月１日 至平成22年10月31日） 

   全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計金額に占める日本の割合が、いずれも

90％を越えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

  ３ 海外売上高 

  前連結会計年度（自平成20年11月１日 至平成21年10月31日）及び当連結会計年度（自平成21年

11月１日 至平成22年10月31日） 

   海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

  

１株当たり純資産額 222.36円

１株当たり当期純損失金額 55.95円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

  

１株当たり純資産額 204.77円

１株当たり当期純損失金額 18.09円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 
    
(注) 算定上の基礎 

 １株当たり当期純利益 

 
前連結会計年度 

(自 平成20年11月１日
 至 平成21年10月31日)

当連結会計年度 

(自 平成21年11月１日
 至 平成22年10月31日)

 連結損益計算書上の当期純損失（千円） △1,379,202 △445,957 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純損失（千円） △1,379,202 △445,957 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 24,649 24,649 
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年10月31日) 

当事業年度 
(平成22年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,796,436 1,507,205

受取手形 ※５  1,118,137 ※５  1,229,827

売掛金 2,072,282 2,477,042

商品及び製品 445,195 451,986

仕掛品 73,257 74,463

原材料及び貯蔵品 242,899 168,334

前渡金 10,273 4,511

前払費用 41,425 36,888

未収入金 641,762 658,411

その他 53,243 382,872

貸倒引当金 △106,066 △160,296

流動資産合計 6,388,847 6,831,246

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,525,481 3,527,705

減価償却累計額 △1,733,830 △1,825,210

建物（純額） ※１  1,791,651 ※１  1,702,494

構築物 178,605 175,873

減価償却累計額 △137,424 △141,824

構築物（純額） 41,181 34,048

機械及び装置 8,308,940 8,110,632

減価償却累計額 △6,770,746 △6,911,218

機械及び装置（純額） 1,538,194 1,199,414

車両運搬具 4,701 4,701

減価償却累計額 △4,534 △4,581

車両運搬具（純額） 167 120

工具、器具及び備品 646,324 605,688

減価償却累計額 △521,385 △520,350

工具、器具及び備品（純額） 124,939 85,338

土地 ※１  2,572,466 ※１  2,567,866

リース資産 505,300 532,300

減価償却累計額 △52,124 △115,423

リース資産（純額） 453,175 416,876

建設仮勘定 20,700 －

有形固定資産合計 6,542,475 6,006,159
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年10月31日) 

当事業年度 
(平成22年10月31日) 

無形固定資産   

特許権 4,761 3,571

借地権 5,508 5,508

ソフトウエア 167,555 114,395

その他 20,599 17,624

無形固定資産合計 198,425 141,100

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１  734,708 ※１  632,750

関係会社株式 59,500 46,000

出資金 43,610 45,733

関係会社出資金 568,408 568,408

長期貸付金 13,200 9,300

関係会社長期貸付金 131,298 192,887

長期前払費用 6,470 3,044

差入保証金 199,991 －

破産更生債権等 ※２  844,224 ※２  761,526

その他 90,878 216,911

貸倒引当金 △827,611 △690,246

投資損失引当金 △30,000 △384,000

投資その他の資産合計 1,834,680 1,402,317

固定資産合計 8,575,581 7,549,577

資産合計 14,964,429 14,380,824

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※５  277,011 ※２, ※５  307,990

買掛金 892,956 ※２  1,078,216

短期借入金 800,000 ※１  200,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１  613,845 ※１  751,022

リース債務 61,444 67,875

未払金 801,045 809,698

ファクタリング未払金 3,253,014 3,662,582

未払法人税等 11,200 12,000

未払消費税等 47,999 39,269

前受金 8,409 12,118

預り金 48,333 41,288

賞与引当金 65,164 46,665

ポイント引当金 68,285 63,322

設備関係支払手形 ※５  19,410 ※５  16,251

その他 49,438 46,317

流動負債合計 7,017,559 7,154,618
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年10月31日) 

当事業年度 
(平成22年10月31日) 

固定負債   

長期借入金 ※１  1,193,964 ※１  1,292,842

リース債務 420,732 380,856

退職給付引当金 228,539 221,099

繰延税金負債 360,150 360,150

その他 3,095 29,225

固定負債合計 2,206,481 2,284,173

負債合計 9,224,040 9,438,792

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,667,625 1,667,625

資本剰余金   

資本準備金 1,765,995 1,765,995

資本剰余金合計 1,765,995 1,765,995

利益剰余金   

利益準備金 53,437 53,437

その他利益剰余金 2,333,696 1,514,886

固定資産圧縮積立金 530,649 530,649

別途積立金 3,300,000 3,300,000

繰越利益剰余金 △1,496,952 △2,315,763

利益剰余金合計 2,387,134 1,568,323

自己株式 △529 △529

株主資本合計 5,820,225 5,001,414

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △79,836 △59,382

評価・換算差額等合計 △79,836 △59,382

純資産合計 5,740,388 4,942,032

負債純資産合計 14,964,429 14,380,824
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

売上高   

製品売上高 11,805,711 9,331,818

商品売上高 8,014,751 9,167,175

売上高合計 19,820,462 18,498,994

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 111,801 80,721

合併による製品受入高 ※２  3,913 －

当期製品製造原価 10,741,452 8,412,675

合計 10,857,167 8,493,396

製品期末たな卸高 80,721 103,891

製品売上原価 10,776,445 8,389,504

商品売上原価   

商品期首たな卸高 443,172 364,474

当期商品仕入高 2,299,656 2,819,040

他勘定受入高 ※３  330,989 ※３  295,654

合計 3,073,818 3,479,168

他勘定振替高 ※４  177,662 ※４  201,949

商品期末たな卸高 364,474 348,095

商品売上原価 2,531,681 2,929,124

売上原価合計 13,308,127 11,318,628

売上総利益 6,512,335 7,180,365

販売費及び一般管理費   

荷造費 1,015,054 901,812

広告宣伝費 1,664,505 2,454,377

役員報酬 195,886 125,236

給料及び手当 1,053,942 796,628

賞与引当金繰入額 29,862 18,452

退職給付費用 17,601 16,936

貸倒引当金繰入額 － 40,393

減価償却費 125,988 121,015

業務委託費 1,407,664 1,460,290

その他 1,664,898 1,301,997

販売費及び一般管理費合計 7,175,405 7,237,139

営業損失（△） △663,070 △56,774
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

営業外収益   

受取利息 10,225 6,371

受取配当金 14,956 15,542

業務受託料 ※１  66,000 ※１  51,600

受取賃貸料 33,857 32,134

匿名組合投資利益 186,808 －

その他 83,654 30,855

営業外収益合計 395,502 136,504

営業外費用   

支払利息 60,150 63,862

業務受託費用 17,092 16,369

不動産賃貸原価 18,559 19,381

コミットメントフィー 9,272 －

為替差損 － 13,806

その他 30,317 6,367

営業外費用合計 135,392 119,787

経常損失（△） △402,959 △40,057

特別利益   

固定資産売却益 ※５  4,987 ※５  6,755

投資有価証券売却益 51,719 4,799

貸倒引当金戻入額 16,115 －

特別利益合計 72,822 11,555

特別損失   

固定資産売却損 ※６  11,223 －

固定資産除却損 ※７  134,989 ※７  50,813

投資有価証券売却損 44,867 7,209

投資有価証券評価損 52,727 73,775

減損損失 － ※９  4,600

関係会社整理損 44,714 －

貸倒引当金繰入額 226,634 223,115

投資損失引当金繰入額 － 354,000

特別退職金 ※８  128,103 ※８  8,067

その他 4,049 33,495

特別損失合計 647,309 755,076

税引前当期純損失（△） △977,447 △783,578

法人税、住民税及び事業税 12,784 18,531

過年度法人税等 － 16,699

法人税等調整額 237,733 －

法人税等合計 250,518 35,231

当期純損失（△） △1,227,965 △818,810
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製造原価明細書 

 

  
前事業年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

Ⅰ 材料費  5,799,378 49.1 4,516,983 45.8

Ⅱ 労務費  1,949,294 16.5 1,317,643 13.4

Ⅲ 経費 ※２ 4,065,419 34.4 4,028,735 40.8

   当期総製造費用  11,814,092 100.0 9,863,362 100.0

   期首仕掛品たな卸高  88,273 73,257 

   合併による仕掛品受入高 ※３ 2,600 － 

合計  11,904,966 9,936,620 

   期末仕掛品たな卸高  73,257 74,463 

   他勘定振替高 ※４ 1,090,257 1,449,481 

   当期製品製造原価  10,741,452 8,412,675 

(注) １ 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

 

※２ 主な内訳は、次のとおりであります。 

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円) 

外注加工費 1,899,742 2,455,245

減価償却費 725,572 504,639

 

※３当社の子会社であった㈱ＴＡＫＡＤＡを平成20年11月１日付で吸収合併したことによるものであります。 

 

※４他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円) 

広告宣伝費 890,806 1,383,012

商品の他勘定受入高 68,669 1,178

その他 130,781 65,291

合計 1,090,257 1,449,481
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,667,625 1,667,625

当期末残高 1,667,625 1,667,625

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,765,995 1,765,995

当期末残高 1,765,995 1,765,995

資本剰余金合計   

前期末残高 1,765,995 1,765,995

当期末残高 1,765,995 1,765,995

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 53,437 53,437

当期末残高 53,437 53,437

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 530,649 530,649

当期末残高 530,649 530,649

別途積立金   

前期末残高 3,300,000 3,300,000

当期末残高 3,300,000 3,300,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 △158,066 △1,496,952

当期変動額   

剰余金の配当 △110,921 －

当期純損失（△） △1,227,965 △818,810

当期変動額合計 △1,338,886 △818,810

当期末残高 △1,496,952 △2,315,763

利益剰余金合計   

前期末残高 3,726,020 2,387,134

当期変動額   

剰余金の配当 △110,921 －

当期純損失（△） △1,227,965 △818,810

当期変動額合計 △1,338,886 △818,810

当期末残高 2,387,134 1,568,323

自己株式   

前期末残高 △529 △529

当期末残高 △529 △529
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 7,159,111 5,820,225

当期変動額   

剰余金の配当 △110,921 －

当期純損失（△） △1,227,965 △818,810

当期変動額合計 △1,338,886 △818,810

当期末残高 5,820,225 5,001,414

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △102,156 △79,836

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 22,320 20,454

当期変動額合計 22,320 20,454

当期末残高 △79,836 △59,382

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △102,156 △79,836

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 22,320 20,454

当期変動額合計 22,320 20,454

当期末残高 △79,836 △59,382

純資産合計   

前期末残高 7,056,955 5,740,388

当期変動額   

剰余金の配当 △110,921 －

当期純損失（△） △1,227,965 △818,810

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 22,320 20,454

当期変動額合計 △1,316,566 △798,356

当期末残高 5,740,388 4,942,032
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 
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 (5) 重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法を採用

しております。 

(2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用

しております。 

  

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 

(2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

  時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産

 評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。 

(1）商品 

   移動平均法による原価法によっ

ております。 

(2）製品、仕掛品 

   個別法による原価法によってお

ります。 

(3）原材料 

   移動平均法による原価法によっ

ております。 

(4）貯蔵品 

   移動平均法による原価法によっ

ております。 

 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」(企業会計基準第

９号 平成18年７月５日公表分）を適

用しております。 

 なお、これに伴う損益への影響は軽

微であります。 

通常の販売目的で保有するたな卸資産

   同左 

 

 

(1）商品 

   同左 

 

(2）製品、仕掛品 

   同左 

 

(3）原材料 

   同左 

 

(4）貯蔵品 

   同左 

 

 

─────────── 
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項目 
前事業年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産(リース資産を除く)

   定率法によっております。ただ

し、平成10年４月以降に取得した

建物（建物附属設備は除く）につ

いては、定額法によっておりま

す。 

   なお、主要な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物及び構築物    ２～47年

  機械装置及び運搬具  ２～10年

 

   また、平成19年３月31日以前に

取得したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法に

よっております。 

  

(1）有形固定資産(リース資産を除く)

同左 

 (2）無形固定資産(リース資産を除く)

   定額法によっております。 

   なお、ソフトウエア（自社利用

分）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

  

(2）無形固定資産(リース資産を除く)

同左 

 (3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額については、リース契約上

に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額とし、それ以外の

ものは零とする定額法によってお

ります。 

なお、リース取引開始日が平成

20年10月31日以前のものについて

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

(3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産 

同左 

 (4）長期前払費用 

   定額法によっております。 

   なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

(4）長期前払費用 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

(1）貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

  

(1）貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

(2）投資損失引当金 

   関係会社に対する投資の損失に

備えるため、関係会社の財政状態

及び経営成績等を考慮して、必要

額を計上しております。 

  

(2）投資損失引当金 

同左 

 

 

 

(3）賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の

支払に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

  

(3）賞与引当金 

同左 

 

 

(4）ポイント引当金 

   顧客に付与したポイントの将来

の利用に備えるため、当事業年度

末における将来の見込額を計上し

ております。 

  

(4）ポイント引当金 

同左 

 

 

 

(5）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

の見込額に基づき期末において発

生していると認められる額を計上

しております。 

   なお、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（5年）に

よる定額法に基づく按分額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。 

  

(5）退職給付引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 引当金の計上基準 

 

─────────── 

（会計方針の変更） 

 当事業年度から「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）（企業

会計基準第19号 平成20年７月31日）

を適用しております。 

 なお、これによる営業損益、経常損

益及び税引前当期純利益に与える影響

はありません。 
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項目 
前事業年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

５ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 
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 (6) 重要な会計方針の変更 

前事業年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

(リース取引に関する会計基準) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業審議会第１部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用しております。 

 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 これにより、有形固定資産が453,175千円増加してお

ります。なお、損益に与える影響は軽微であります。 

 

─────────── 

 

 

表示方法の変更 

前事業年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

(貸借対照表) 

  前事業年度において、区分掲記しておりました「短

期貸付金」は、当事業年度において重要性が乏しくな

ったため、流動資産の「その他」に含めて表示するこ

とにしました。なお、当事業年度における「短期貸付

金」の金額は、47,465千円であります。 

(貸借対照表) 

  前事業年度において、区分掲記しておりました「差

入保証金」は、当事業年度において重要性が乏しくな

ったため、投資その他の資産の「その他」に含めて表

示することにしました。なお、当期における「差入保

証金」の金額は、123,235千円であります。 

(損益計算書) 

  前事業年度において、区分掲記しておりました「為

替差損」は、当事業年度において重要性が乏しくなっ

たため、営業外費用の「その他」に含めて表示してお

ります。 

  なお、当事業年度における「為替差損」の金額は

9,930千円であります。 

(損益計算書) 

  前事業年度において、営業外費用の「その他」に含

めていた「為替差損」は、営業外費用総額の100分の

10を超えたため、当事業年度では区分掲記することと

しております。 

  なお、前事業年度における「為替差損」の金額は

9,930千円であります。 
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 （7） 個別財務諸表に関する注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 

(平成21年10月31日) 

当事業年度 

(平成22年10月31日) 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次の

とおりであります。 

 (１)担保に供している資産 

建物 1,489,790千円 (948,855千円)

土地 1,879,550千円 (1,211,601千円)

投資有価証券 89,500千円 (－千円)

計 3,458,841千円 (2,160,457千円)
 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次の

とおりであります。 

（1）担保に供している資産 

建物 1,405,437千円 (897,229千円)

土地 1,999,550千円 (1,211,601千円)

投資有価証券 81,000千円 (－千円)

計 3,485,987千円 (2,108,831千円)
 

 (２)担保権によって担保されている債務 

１年内返済予定
の長期借入金 

165,405千円 (117,405千円)

長期借入金 262,194千円 (262,194千円)

計 427,599千円 (379,599千円)

   上記のうち( )内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

（2）担保権によって担保されている債務 

短期借入金 200,000千円 (200,000千円)

１年内返済予定
の長期借入金 

649,392千円 (621,792千円)

長期借入金 1,189,182千円 (1,151,482千円)

計 2,038,574千円 (1,973,274千円)

   上記のうち( )内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

  

※２ 関係会社項目 

破産更生債権等 475,573千円

 

 

 

※２ 関係会社項目 

破産更生債権等 716,306千円

支払手形 1,295千円

買掛金 157,139千円

計 874,741千円

  

 ３ 偶発債務 

  下記の会社について次のとおり債務保証を行って

おります。 

   金融機関への売掛債権の一括信託に対する債務

保証 

㈱ホームダイレクト 93,214千円

  

 ３ 偶発債務 

  下記の会社について次のとおり債務保証を行って

おります。 

   金融機関への売掛債権の一括信託に対する債務

保証 

㈱ホームダイレクト 81,500千円
 

 ４ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しておりましたが、使用見込がない

ため解約いたしました。 

  

 ４ 

─────────── 

 

※５ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。 

なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が、当事業年度末残高に

含まれております。 

受取手形       46,175千円 

支払手形       12,467千円 

設備関係支払手形    9,999千円 

※５ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。 

なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が、当事業年度末残高に

含まれております。 

受取手形       68,384千円 

支払手形       25,075千円 

設備関係支払手形    4,414千円 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

 関係会社よりの業務受託収入 63,600千円
 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

 関係会社よりの業務受託収入 49,200千円

  

※２ 当社の子会社であった㈱ＴＡＫＡＤＡを平成20年

11月１日付で吸収合併したことによるものでありま

す。 

 

 ２ 

─────────── 

※３ 他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。 

 原材料 264,018千円

 製品 66,971千円

 計 330,989千円
 

※３ 他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。 

 原材料 294,475千円

 製品 1,178千円

 計 295,654千円

  

※４ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 販売促進費 177,662千円
 

※４ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 販売促進費 174,949千円

 未収入金 27,000千円

 計 201,949千円

  

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 機械及び装置 2,702千円

 土地 2,285千円

 計 4,987千円

  

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 建物 5千円

 構築物 355千円

 機械及び装置 6,393千円

 計 6,755千円

  

※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 機械及び装置 9,396千円

 工具、器具及び備品 1,827千円

 計 11,223千円

  

 ６  

─────────── 

 

※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 建物 14,327千円

 機械及び装置 120,521千円

 工具、器具及び備品 140千円

 計 134,989千円
 

※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 建物 20,956千円

 構築物 972千円

 機械及び装置 23,794千円

 工具、器具及び備品 4,275千円

 ソフトウエア 814千円

 計 50,813千円

  

※８ 特別退職金 

  当社の早期割増退職金であります。 

※８ 特別退職金 

  当社の早期割増退職金であります。 
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前事業年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

 ９ 

        ────────── 

 

 

※９ 減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

用途 種類 場所 

遊休資産 土地 石川県金沢市 

   当社は減損会計の適用に当たり、情報・印刷事

業、ダイレクト・マーケティング事業、共用資産、

賃貸資産及び遊休資産の区分に基づいて固定資産の

グルーピングを行っており、賃貸資産及び遊休資産

については個別に減損の検討を行っております。 

   当社の保有する遊休資産のうち、回収可能価額が

帳簿価額を下回るものについて、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（4,600

千円）として特別損失に計上しております。 

   なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、土地については不動産鑑定評価額により評

価しております。 
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（株主資本等変動計算書関係） 

  前事業年度（自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日） 

  １ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

 普通株式 (株) 1,600 － － 1,600

 

  当事業年度（自 平成21年11月１日 至 平成22年10月31日） 

  １ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

 普通株式 (株) 1,600 － － 1,600

 

 

（１株当たり情報） 

前事業年度 

(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

  

１株当たり純資産額 232円88銭 

１株当たり当期純損失金額 49円82銭 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

  

１株当たり純資産額 200円49銭 

１株当たり当期純損失金額 33円22銭 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 
    
(注) 算定上の基礎 

 １株当たり当期純利益 

 
前事業年度 

(自 平成20年11月１日
 至 平成21年10月31日)

当事業年度 

(自 平成21年11月１日
 至 平成22年10月31日)

 損益計算書上の当期純損失（千円） △1,227,965 △818,810 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純損失（千円） △1,227,965 △818,810 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 24,649 24,649 

 

 

㈱ウイルコ（7831） 平成22年10月期決算短信

－53－



 

６．その他 
 

(1) 役員の異動 

 代表者及び新任役員等役員の異動については、決定次第、必要に応じ速やかにお知らせいたします。 

 

 

(2) 重要な訴訟等 

「不当利得返還等請求本訴事件」及び「売買代金請求反訴事件」 

 当社は、平成20年７月31日に株式会社林原等と締結した「株式譲渡契約」の契約条項に定める表明保証

に株式会社林原等が違反したことを理由に契約を解除し、既に支払った株式譲渡代金５億９千９百万円の

返還を求める訴訟を平成20年11月28日東京地方裁判所に提起いたしました。これに対し、林原靖氏他３名

は、当社に対し、平成21年４月21日、株式譲渡代金の残額約４億円の支払いを求める反訴を同裁判所に提

起し、係争中でありましたが、平成22年３月８日、東京地方裁判所において、株式譲渡代金残額及び遅延

損害金の支払いを命じる判決がありました。当社としては、判決主文並びに、判決の理由を不服とし、平

成22年３月10日に東京高等裁判所に控訴し、現在、係争中であります。 

 

「損害賠償請求事件」 

 当社は、キューサイ株式会社より、平成21年11月30日付で、同社の郵便法違反事案に関し、同社と直接

取引を行った１社及び郵便発送を担った代理店１社とともに、同社が被ったと主張する４億２千６百万円

の損害に対し賠償請求の訴えを東京地方裁判所に提起され、現在、係争中であります。 

 

「損害賠償請求事件」 

 当社は、郵便事業株式会社より、低料第三種郵便の利用に関し、平成22年３月31日付で、広告主１社及

び広告代理店１社並びに郵便発送を担った代理店１社、他５名とともに、同社が被ったと主張する７億１

千７百万円余の損害に対し賠償請求の訴えを、また、平成22年8月10日付で、広告主１社及び広告代理店１

社並びに郵便発送を担った代理店１社、他４名とともに、同社が被ったと主張する１億８千１百万円余の

損害に対し賠償請求の訴えを、いずれも東京地方裁判所に提起され、現在、係争中であります。 
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